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建   設   局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

  １  審査の対象 

  （１）一般会計 

  （２）特別会計  

      新住宅市街地開発事業会計 

      多摩ニュータウン事業会計 

      市街地再開発事業会計 

      臨海都市基盤整備事業会計 

  （３）財  産 

 

  ２  実地審査場所 

      建 設 局 

 

 ３  審査の手続 

      知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

  財産に関する調書についての審査を行うに当たり、建設局執行分について決算計数及び執行状況

  の確認・分析を行い、併せて、関係諸帳簿及び証拠書類との照合その他必要と認める審査手続を

  実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

      審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質

  収支に関する調書のうち、建設局所管の計数は、それぞれの関係諸帳簿及び証拠書類と照合した

  結果、誤りのないものと認められる。 

      なお、財産に関する調書のうち、建設局所管の計数について、次のとおり、計数の一部に誤り

が認められた。 

 （１）財産管理 

 ア 公有財産について 

   ＜建 物＞ 

       （ア）建物１７万６，９３３．６１ｍ２（東京スタジアム商業施設分）が過大に登載されてい

る。 
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第３  決 算 の 概 要 

  １  歳入歳出決算の状況 

  （１）一般会計 

    ア 歳 入                           (単 位：千円、％) 

   科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

分担金及負担金 13,036,478        13,187,884    151,406     101.2 

使用料及手数料        21,640,811  21,479,168 △     161,642      99.3 

国 庫 支 出 金 123,194,737  93,991,754 △  29,202,982 76.3 

財 産 収 入        33,242,691        37,418,382 4,175,691      112.6 

繰  入  金         6,360,490        5,530,533 △     829,956       87.0 

諸  収  入         5,266,063         6,371,702 1,105,639      121.0 

       計       202,741,270 177,979,427 △  24,761,842       87.8 

 

歳入は、第６款分担金及負担金ほか５款であり、予算現額２，０２７億４，１２７万円、収

入済額１，７７９億７，９４２万余円、比較減額２４７億６，１８４万余円、収入率８７．８％

である。 

歳入の主な内容は、分担金及負担金（収入済額１３１億８，７８８万余円）の街路整備事業

における連続立体交差工事地元区市負担金等、使用料及手数料（収入済額２１４億７，９１６

万余円）の道路占用料等、国庫支出金（収入済額９３９億９，１７５万余円）の街路整備事業

における国庫負担金等、財産収入（収入済額３７４億１，８３８万余円）の土地区画整理事業

に伴う保留地の売払収入等である。 

なお、第７款使用料及手数料（項：使用料）において不納欠損額（２，５７６万余円）及び

収入未済額（２億８，１５０万余円）が、第１２款諸収入（項：貸付金元利収入、項：弁償金

及報償金、項：雑入）において不納欠損額（２，７３７万余円）及び収入未済額（２５億９，

０２０万余円）が生じている。 

 

     イ  歳 出                           (単 位：千円、％) 

  科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不  用  額 収 入 率 

土  木  費 607,988,616 514,197,277 80,930,422 12,870,916  84.6 

諸 支 出 金  23,034      23,031       0      2 100.0 

      計 608,021,650 514,220,308 80,930,422 12,870,919      84.6 

 

        歳出は、第１１款土木費及び第１８款諸支出金の２款で７項４８目に区分し執行しており、

   予算現額６，０８０億２，１６５万円、支出済額５，１４２億２，０３０万余円、翌年度繰越

   額８０９億３，０４２万余円、不用額１２８億７，０９１万余円、執行率８４．６％である。 
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        主な執行内容は、 

      ・東京丸子横浜線等の路面補修及び街路樹等の整備 

          （項）道路橋梁費  （目）道路補修費       １５９億６，３６２万余円 

   ・交差点改良等の交通安全施設の整備  

          （項）道路橋梁費  （目）交通安全施設費     １３６億７，４３３万余円 

・八王子あきる野線等の道路整備 

             （項）道路橋梁費  （目）道路整備費       １７８億３，３０９万余円 

      ・環状第８号線、鉄道連続立体交差化等の都市計画街路の整備 

          （項）道路橋梁費  （目）街路整備費   １，７４２億９，４２６万余円 

      ・大師橋等の橋梁整備 

          （項）道路橋梁費  （目）橋梁整備費      １２９億７，２１３万余円 

      ・国が直轄施行する道路事業等への負担金  

          （項）道路橋梁費  （目）直轄事業負担金   ３０８億６，３０７万余円 

      ・神田川等の河川の改修                                        

                （項）河川海岸費  （目）中小河川整備費     ２６４億６４８万余円 

      ・国が直轄施行する河川事業等への負担金  

           （項）河川海岸費  （目）直轄事業負担金   １５５億１，７５５万余円 

   ・篠崎公園等の公園緑地の造成 

           （項）公園霊園費  （目）公園整備費       ３１３億３，９７５万余円 

      ・汐留地区等の土地区画整理事業 

           （項）都市改造費  （目）区画整理費       ２４９億４，３７３万余円 

      である。 

翌年度繰越は、繰越明許費７９６億４，８９５万余円、事故繰越１２億８，１４６万余円で、

繰越明許費の主な内容は、都市計画街路の整備に係る４９４億４，０１４万余円、公園緑地の

造成に係る７２億５，４２６万余円及び国が直轄施行する公園事業への負担金に係る１００億

円である。 
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（２）新住宅市街地開発事業会計 

     ア  歳 入                           (単 位：千円、％) 

   科 目 (款)  予 算 現 額  収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

分担金及負担金           516,882          439,704 △      77,177  85.1 

使用料及手数料             9,395 22,012 12,617  234.3 

国 庫 支 出 金  66,700 66,700          0 100 

財 産 収 入 12,271,075      12,826,720 555,645  104.5 

繰  入  金  36,244 28,461 △       7,782  78.5 

諸  収  入           116,703 72,105 △      44,597    61.8 

繰  越  金  87,539        1,699,629 1,612,090  - 

計 13,104,538       15,155,334 2,050,796       115.6 

 

       歳入は、第１款分担金及負担金ほか６款であり、予算現額１３１億４５３万余円、収入済額

１５１億５，５３３万余円、比較増額２０億５，０７９万余円、収入率１１５．６％である。 

        歳入の主な内容は、第４款財産収入の造成宅地に係る土地売払収入（１２８億２，６７２万

余円）である。 

    なお、第６款諸収入（項：雑入、項：弁償金及報償金）において、不納欠損額（３６万余円）

及び収入未済額（５，９５３万余円）が生じている。 

 

     イ  歳 出                                                    (単 位：千円、％) 

科  目  (款)   予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

新住宅市街地開発費 13,104,538 11,492,552 10,046 1,601,939 87.7 

 

        歳出は、第１款新住宅市街地開発費で１項４目に区分し執行しており、予算現額１３１億４

   ５３万余円、支出済額１１４億９，２５５万余円、翌年度繰越額１，００４万余円、不用額１

   ６億１９３万余円、執行率８７．７％である。 

        主な執行内容は、 

      ・宅地造成事業及び公園緑地整備事業 

     （項）新住宅市街地開発費  （目）宅地造成費         １７億８，２２４万余円 

      ・関連公共施設等の施行者負担金等 

     （項）新住宅市街地開発費   （目）公共施設整備費      ３９億７，７１４万余円 

      ・新住宅市街地開発事業に係る都債の元利償還 

     （項）新住宅市街地開発費  （目）公債費会計繰出金      ５０億３，６６７万余円 

      である。 

        翌年度繰越は、事故繰越１，００４万余円で、その内容は、宅地造成事業に係る経費である。 
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（３）多摩ニュータウン事業会計 

   ア  歳 入                                                   (単 位：千円、％) 

   科  目（款）    予 算 現 額    収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

分担金及負担金 1              0 △           1         0 

使用料及手数料 236           57,023 56,787       - 

国 庫 支 出 金 17,600             0 △      17,600      0 

財 産 収 入 30,334,155       15,426,375 △  14,907,779     50.9 

繰  入  金           216,000  1,087,350 871,350  503.4 

諸  収   入   7  2,162 2,155    - 

  都     債  9,849,000  8,313,934 △   1,535,065   84.4 

繰  越  金               1  4,375,696 4,375,695        - 

計        40,417,000  29,262,541 △  11,154,458        72.4 

                                                                         

       歳入は、第１款分担金及負担金ほか７款であり、予算現額４０４億１，７００万円、収入済

   額２９２億６，２５４万余円、比較減額１１１億５，４４５万余円、収入率７２．４％である。 

        歳入の主な内容は、第４款財産収入の宅地の売払収入（１３０億３，３３７万余円）、第７款

都債の多摩ニュータウン事業に対する収入（８３億１，３９３万余円）である。 

   

   イ  歳 出                                                    (単 位：千円、％) 

科 目（款） 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

ニュータウン事業費 40,417,000  25,574,342            0 14,842,657  63.3 

 

        歳出は、第１款ニュータウン事業費で１項４目に区分し執行しており、予算現額４０４億１，

   ７００万円、支出済額２５５億７，４３４万余円、不用額は１４８億４，２６５万余円、執行

   率６３．３％である。 

        主な執行内容は、 

・多摩ニュータウンにおける宅地販売事業 

          （項）ニュータウン事業費    （目）宅地販売事業費         ８５億７，７１３万余円 

   ・相原小山地区の土地区画整理事業 

     （項）ニュータウン事業費  （目）相原小山区画整理費   １５億１，１２０万余円 

・多摩ニュータウン事業に係る都債の元利償還等 

          （項）ニュータウン事業費  （目）公債費会計繰出金   １５１億７，２８６万余円 

   である。 
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（４）市街地再開発事業会計 

     ア  歳 入                                                    (単 位：千円、％) 

科 目（款）    予 算 現 額  収 入 済 額 比較増(△)減額  収 入 率  

分担金及負担金 565,336 594,029 28,693  105.1 

使用料及手数料 10,872 18,228 7,356     167.7 

財 産 収 入 20,252,856        15,516,119 △ 4,736,736      76.6 

繰  入  金         9,666,192 6,663,524 △  3,002,667 68.9 

諸  収  入  48,743           112,047 63,304 229.9 

繰   越   金           349,239 6,078,012 5,728,773 - 

        計         30,893,238 28,981,961 △  1,911,276      93.8 

 

歳入は、第１款分担金及負担金ほか５款であり、予算現額３０８億９，３２３万余円、収入

済額２８９億８，１９６万余円、比較減額１９億１，１２７万余円、収入率９３．８％である。

 歳入の主な内容は、第３款財産収入の特定施設建築物敷地及び保留床に係る売払収入（１５

５億１，５９９万余円）、第４款繰入金の市街地再開発事業に対する一般会計からの繰入金（６

６億５，６８６万余円）である。 

    なお、第２款使用料及手数料（項：使用料）において収入未済額（１０１万余円）が、第３款

財産収入（項：財産運用収入、項：財産売払収入）において収入未済額（１億２，９４１万余円）

が、第５款諸収入（項：雑入、項：延滞金及加算金、項：弁償金及報償金）において収入未済額

（５億４，９３０万余円）が生じている。 

  

     イ  歳 出                           (単 位：千円、％) 

科  目 （款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

市街地再開発事業費 30,893,238  25,614,378 210,084 5,068,775  82.9 

 

歳出は、第１款市街地再開発事業費で１項３目に区分し執行しており、予算現額３０８億９， 

３２３万余円、支出済額２５６億１，４３７万余円、翌年度繰越額２億１，００８万余円、不

用額５０億６，８７７万余円、執行率８２．９％である。  

        主な執行内容は、 

      ・白鬚西地区等の市街地再開発事業     

        （項）市街地再開発事業費（目）再開発費         １１６億８，２８３万余円 

      ・市街地再開発事業に係る都債の元利償還等  

        （項）市街地再開発事業費（目）公債費会計繰出金   １３１億４，２８８万余円 

      である。 

翌年度繰越は、繰越明許費２億１，００８万余円で、その内容は、白鬚西地区における公園
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整備費等である。 

 

（５）臨海都市基盤整備事業会計 

     ア  歳 入                                                    (単 位：千円、％) 

   科  目 (款 )    予 算 現 額    収 入 済 額 比較増(△)減額  収 入 率 

使用料及手数料 2                 0 △          2    0 

  繰  入  金 4,318,705 2,361,947 △  1,956,757      54.7 

  諸  収  入                  2      60 58       - 

  都      債 1,960,000 830,909 △  1,129,090      42.4 

  繰  越  金 26,867            26,867             0     100 

計 6,305,576 3,219,785 △  3,085,790      51.1 

                                                                         

       歳入は、第１款使用料及手数料ほか４款であり、予算現額６３億５５７万余円、収入済額３

２億１，９７８万余円、比較減額３０億８，５７９万余円、収入率５１．１％である。 

歳入の主な内容は、第２款繰入金の臨海都市基盤整備事業に伴う臨海地域開発事業会計分の

負担金（１５億９，７４１万余円）、第４款都債の臨海都市基盤整備事業への収入（８億３，

０９０万余円）である。 

なお、第３款諸収入（項：雑入）において、不納欠損額（２８万余円）が生じている。 

  

     イ  歳 出                                                    (単 位：千円、％) 

科  目 (款 ) 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

臨海都市基盤整備費 6,305,576 3,219,785  162,000 2,923,790 51.1 

 

歳出は、第１款臨海都市基盤整備費で１項３目に区分し執行しており、予算現額６３億５５

７万余円、支出済額３２億１，９７８万余円、翌年度繰越額１億６，２００万円、不用額２９

億２，３７９万余円、執行率５１．１％である。 

主な執行内容は、 

・有明北地区等の臨海都市基盤整備事業 

        （項）臨海都市基盤整備費 （目）開発費    ２９億８，０５５万余円 

である。 

       翌年度繰越は、繰越明許費１億６，２００万円で、その内容は、有明北地区及び豊洲地区に

おける下水管敷設工事費である。 
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 ２  財産の管理状況 

      ア 財 産 

    区   分 平成１４年度末現在高 平成１３年度末現在高    増（△）減 

  25,623,128.36 ｍ２ 

     570,768.55 ｍ２ 

 ３隻(182.00総トン) 

  26,470,404.07 ｍ２ 

     330,576.57 ｍ２ 

 ３隻(182.00総トン) 

△ 847,275.71 ｍ２ 

     240,191.98 ｍ２ 

  ０隻(0.00総トン) 

１ 公有財産 

      土     地 

      建     物 

      動産（船   舶） 

         （浮 桟 橋） 

      物権（地 上 権） 

         （地 役 権） 

   無 体 財 産 権 

 

  

   有 価 証 券  

出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

             ５ 個 

        3,776.51 ｍ２ 

         142.67 ｍ２ 

特許権     ２ 件 

  〃 （準ずる権利）  １ 件 

 著作権   １８ 件 

株券4,058,000,000円 

14,103,000,000円 

１，８０８ 点 

  38,312,796,839 円 

             ５ 個 

   5,166,299.51 ｍ２ 

         142.67 ｍ２ 

 特許権       ０ 件 

  〃 {準ずる権利） １ 件 

 著作権     １２ 件 

         0 円 

14,103,000,000 円 

      １，７２３ 点  

29,405,562,307 円 

       ０ 個 

  △  5,162,523 ｍ２ 

           0 ｍ２ 

             ２ 件  

             ０ 件 

            ６ 件 

4,058,000,000 円 

            0 円 

          ８５ 点 

8,907,234,532 円 

 

建設局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の減少は、旧多摩都市整備本部が平成１４年４月１日付けで建設局に統合されたことに

伴う土地（２４８万６，９５５．８２ｍ２）の建設局への所管換えによる増加があるものの、

自然公園事業が平成１４年４月１日付けで環境局に移管されたことに伴う自然公園敷地（３

０１万２，８５５．８１ｍ２）の環境局への所管換え等によるもの 

・建物の増加は、東京スタジアム（７万９，９４１．６１ｍ２）の旧多摩都市整備本部からの所

管換え等によるもの 

・地上権の減少は、大島公園（５１１万５，４１１．０４ｍ２）等の環境局への所管換えによる

もの 

・有価証券の増加は、株式会社多摩ニュータウン開発センター、株式会社東京スタジアム及び

株式会社多摩テレビの株券を旧多摩都市整備本部から所管換えを受けたことによるもの 

      ・債権の増加は、旧多摩都市整備本部からの承継（１３５億５，４４９万余円）によるもの 

      である。 
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   イ  債権のうち貸付金の年度末残高                                （単位：千円） 

 貸 付 金 の 種 類 （ 名 称 ） 平成１４年度末残高 滞納（収入未済）額 

 生 活 再 建 資 金 貸 付 金   １５，６８２，１９１   １，９７８，２４３ 

  沿 道 整 備 資 金 貸 付 金        １００，０００                  ０ 

  道 路 事 業 資 金 貸 付 金    １，５８２，９９８                  ０ 

区 画 整 理 移 転 資 金 貸 付 金 ３０，２７２           ０ 

駐 車 場 整 備 基 金 貸 付 金 ７，７００，０００              ０ 

 市街地再開発事業生業資金貸付金 １０，０００         ０ 

  多摩ニュータウン活性化事業貸付金    ２８８，８７５             ０ 
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港   湾   局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

  １  審査の対象 

  （１）一般会計 

  （２）財  産 

 

  ２  実地審査場所 

      港 湾 局 

 

  ３  審査の手続 

      知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

  財産に関する調書についての審査を行うに当たり、港湾局執行分について決算計数及び執行状況

  の確認・分析を行い、併せて、関係諸帳簿及び証拠書類との照合その他必要と認める審査手続を

  実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

      審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質収支に関する

  調書のうち、港湾局所管の計数は、それぞれの関係諸帳簿及び証拠書類と照合した結果、誤りの

  ないものと認められる。 

      なお、財産に関する調書のうち、港湾局所管の計数について、次のとおり、計数の一部に誤り

  が認められた。 

 （１）財産管理 

   ア 公有財産について 

   ＜土 地＞ 

    （ア）土地４，１４９．２９ｍ２（大田区城南島６－３）が過大に登載されている。 
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第３ 決 算 の 概 要 

 １ 歳入歳出決算の状況 

 （１）一般会計 

   ア 歳 入                           (単位：千円、％) 

科 目（款） 予 算 現 額  収 入 済 額   比較増（△）減額   収入率 

分担金及負担金       866,874         1,256,749         389,875 145.0 

使用料及手数料     2,678,503         2,492,246 △     186,256 93.0 

国 庫 支 出 金  24,086,206  18,271,711 △   5,814,494 75.9 

財 産 収 入  445,922           230,607 △     215,314 51.7 

繰  入  金  1,762,160           954,950 △     807,209 54.2 

諸  収  入      3,881,785         3,865,973 △      15,811 99.6 

計  33,721,450  27,072,237 △   6,649,212 80.3 

 

    歳入は、第６款分担金及負担金ほか５款であり、予算現額３３７億２，１４５万余円、収入

   済額２７０億７，２２３万余円、比較減額６６億４，９２１万余円、収入率８０．３％である。 

    歳入の主な内容は、分担金及負担金（収入済額１２億５，６７４万余円）の廃棄物処理場建

   設事業における建設発生土受入に伴う負担金、使用料及手数料（収入済額２４億９，２２４万

   余円）の港湾設備使用料、国庫支出金（収入済額１８２億７，１７１万余円）の東京港整備の

   国庫補助金、繰入金（収入済額９億５,４９５万余円）の東京港臨海道路建設事業に伴う臨海地

   域開発事業会計からの負担金、諸収入（収入済額３８億６,５９７万余円）の財団法人東京港埠

   頭公社に対する貸付金元利収入である。 

        なお、第７款使用料及手数料（項：使用料）において、収入未済額（３，９４８万余円）、

   第１２款諸収入（項：延滞金及び加算金、項：雑入）において、不納欠損額（３７７万余円）

   及び収入未済額（７,２９５万余円）が生じている。 

     

     イ  歳 出                            (単位：千円、％) 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

港 湾 費 79,193,687   65,879,387 8,452,560 4,861,739  83.2 

諸 支 出 金     43,450       42,678             0        771      98.2 

計 79,237,137 65,922,065   8,452,560 4,862,511  83.2 

 

    歳出は、第１２款港湾費及び第１８款諸支出金の２款で４項１９目に区分し執行しており、

   予算現額７９２億３，７１３万余円、支出済額６５９億２，２０６万余円、翌年度繰越額８４

   億５，２５６万円、不用額４８億６，２５１万余円、執行率８３．２％である。 
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    主な執行内容は、 

      ・東京港の建設整備に要したもの 

     （項）東京港整備費   （目）港湾整備費         ８８億８，４９２万余円 

      ・廃棄物処理場の建設整備に要したもの 

     （項）東京港整備費   （目）東京港廃棄物処理場建設費 １７９億７，０２５万余円 

   ・海岸保全施設の建設整備に要したもの 

     （項）東京港整備費   （目）海岸保全施設建設費      ４５億７，０３３万余円 

      ・島しょ等の港湾整備に要したもの 

     （項）島しょ等港湾整備費（目）港湾整備費          ６１億７，９５６万余円 

   ・漁港の建設整備に要したもの 

     （項）島しょ等港湾整備費（目）漁港整備費            ６４億９４３万余円 

   である。 

        翌年度繰越額は、繰越明許費８４億５，２５６万円で、主な内容は、島しょ港湾整備に係る

５０億４，７０６万余円及び海岸保全施設の建設整備に係る１６億７,５１７万円である。 

 

  ２  財産の管理状況 

     ア 財 産 

区   分 平成１４年度末現在高 平成１３年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

     土      地 

     建      物 

     動産（船   舶）

 

         （浮   標）

         （浮 桟 橋）

    有 価 証 券 

 

    出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

    5,277,015.94 ｍ２ 

       170,819.87 ｍ２ 

       １８隻 

  (4,164.41総トン) 

             ２３個 

           ５８３個 

株券 

  37,829,416,500 円 

   6,441,400,000 円 

           ２６３点 

  49,789,636,702 円 

    4,932,085.64 ｍ２ 

       167,302.08 ｍ２ 

       ２０隻 

  (6,064.55総トン) 

             ２３個 

           ５８３個 

株券 

  38,529,416,500 円 

   6,441,400,000 円 

           ２７２点 

  46,271,021,242 円 

     344,930.30 ｍ２ 

       3,517.79 ｍ２ 

 △      ２隻 

 (△1,900.14トン) 

            ０個 

            ０個 

 

 △ 700,000,000 円 

              ０円 

 △       ９点 

 3,518,615,460 円 

 

        港湾局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は 

        ・土地の増加は、道路用地（２８万８，６９３．３４ｍ２）の臨海地域開発事業会計からの会計

替えによるもの 

    ・建物の増加は、大島空港ターミナル施設（２，６４３．４６ｍ２）の新築によるもの 
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            ・有価証券の減少は、株式会社沿岸環境開発資源利用センターの株券の都市計画局への所管換

えによるもの 

    ・債権の増加は、財団法人東京港埠頭公社に対する貸付金の増加（３２億１，０００万円）に

よるもの 

       である。  

 

      イ  債権のうち貸付金の年度末残高                                   （単位：千円） 

貸付金の種類（名称） 平成１４年度末残高 滞納（収入未済）額 

 東 京 港 埠 頭 公 社 貸 付 金        ４９，７０７，６４０                ０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


